
特集特集

な
介
護
人
材
の
確
保
対
策
に
取
り
組
ん
で
き
た
。

　
な
か
で
も
、
こ
れ
ま
で
構
築
さ
れ
て
き
た
外
国
人

人
材
受
け
入
れ
の
仕
組
み
に
つ
い
て
は
、
現
在
、
Ｅ

Ｐ
Ａ
（
経
済
連
携
協
定
）、
在
留
資
格
「
介
護
」、
技

能
実
習
、
特
定
技
能
１
号
の
４
つ
の
ル
ー
ト
が
あ
る

（
図
１
）。

　
な
お
、
こ
の
う
ち
技
能
実
習
に
つ
い
て
は
、
２
０

２
４
（
令
和
６
）
年
6
月
14
日
に
国
会
で
成
立
し
た

「
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
及
び
外
国
人
の
技

能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に

関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
に
よ
り
、

現
行
の
制
度
か
ら
新
た
に
「
育
成
就
労
制
度
」
と
な

る
こ
と
が
決
ま
っ
て
お
り
（
２
０
２
７
（
令
和
9
）

年
～
）、
原
則
３
年
間
で
特
定
技
能
１
号
水
準
の
人

材
を
育
成
す
る
こ
と
と
な
る
（
図
２
）。

　
一
方
、
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
を
講
じ
て
も
な
お
、

近
隣
諸
国
・
地
域（
台
湾
、韓
国
）
と
の
人
材
獲
得
競

争
が
激
化
し
て
お
り（
4
頁
図
３
）、深
刻
な
人
材
不

足
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
２
０
２
４（
令
和
６
）

年
3
月
29
日
に
は
「
特
定
技
能
」
の
受
け
入
れ
見
込

み
数（
2
0
2
4
（
令
和
６
）
年
度
か
ら
５
年
間
）を

13
・
5
万
人
と
す
る
こ
と
が
閣
議
決
定
さ
れ
て
お
り
、

今
後
も
国
内
の
人
材
確
保
対
策
を
充
実
・
強
化
し
つ

つ
、
外
国
人
材
の
確
保
・
定
着
、
受
け
入
れ
環
境
の

整
備
を
進
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。こ
れ
は
、

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
も
同
様
で
あ
る
。

と
く
に
不
足
し
て
い
る
訪
問
介
護
員

　
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
に
お
け
る
人
手
不
足
感
が

と
く
に
強
い
の
は
、
訪
問
介
護
員
で
あ
り
、
有
効
求

人
倍
率
（
２
０
２
２
（
令
和
４
）
年
）
で
み
る
と
、

　利用者の住まいで１対１でケアにあたる難しさを考慮し、
これまで外国人人材による訪問系サービスは一部（EPA介
護福祉士等）を除き認められていませんでしたが、「外国人
介護人材の業務の在り方に関する検討会」では、「中間とり
まとめ」（2024（令和６）年6月26日）で認める方針
を打ち出しました。
　実施する事業者には、①訪問介護の基本、生活支援技術、
利用者・家族や近隣とのコミュニケーション、日本の生活
様式などを含む研修の実施、②一定期間、サービス提供責
任者らが同行するなど必要なOJTの実施、③本人の意向
を確認しつつ、外国人のキャリアパス構築に向けたキャリ
アアップ計画の作成、④ハラスメントを未然に防止する対
策、相談しやすい職場環境づくり、⑤介護ソフトやタブレ
ットの活用による記録業務の支援、コミュニケーションア
プリの導入など ICT環境の整備を課すこととしています。
その内容をみていきます。

外国人人材による
訪問系サービスを
認める方向へ

国
内
だ
け
で
な
く
近
隣
諸
国
・
地
域
と
の

人
材
獲
得
競
争
も
激
化

　
ま
も
な
く「
団
塊
の
世
代
」（
１
９
４
７
～
１
９
４

９
年
生
ま
れ
）
が
す
べ
て
後
期
高
齢
者
（
75
歳
以
上
）

と
な
る
２
０
２
５
年
が
到
来
し
、
介
護
を
必
要
と
す

る
人
は
増
加
の
一
途
を
た
ど
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る

な
か
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
安
心
し
て
受
け
ら
れ
る
よ

う
、必
要
な
介
護
人
材
の
確
保
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

国
で
は
、
こ
れ
ま
で
①
介
護
職
員
の
処
遇
改
善
、
②

多
様
な
人
材
の
確
保
・
育
成
、
③
離
職
防
止
・
定
着

促
進
・
生
産
性
向
上
、
④
介
護
職
の
魅
力
向
上
、
⑤

外
国
人
人
材
の
受
け
入
れ
環
境
整
備
な
ど
、
総
合
的
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宅
で
１
対
１
で
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
と
い
う
業
務

特
性
か
ら
、
一
部
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
介
護
福
祉
士
等
）
を
除

き
、
外
国
人
人
材
に
よ
る
訪
問
系
サ
ー
ビ
ス
の
実
施

は
認
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
（
4
頁
図
４
）。

　
な
お
、
Ｅ
Ｐ
Ａ
介
護
福
祉
士
に
認
め
ら
れ
た
経
緯

は
、「
外
国
人
介
護
人
材
の
受
入
れ
の
在
り
方
に
関

す
る
検
討
会
報
告

書
～
Ｅ
Ｐ
Ａ
介
護

福
祉
士
の
就
労
範

囲
に
訪
問
系
サ
ー

ビ
ス
を
追
加
す
る

に
当
た
っ
て
の
必

要
な
対
応
に
つ
い

て
～
」（
２
０
１
６

（
平
成
28
）
年
10

月
28
日
）
で
、
受

入
機
関
等
に
対
し

「
一
定
の
留
意
」

を
求
め
つ
つ
「
適

当
」
と
さ
れ
た
こ

と
に
よ
る
。
こ
の

報
告
に
基
づ
き
発

出
さ
れ
た
通
知
で

は
、「
一
定
の
留

意
」
に
つ
い
て

◦
訪
問
系
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
す
る

Ｅ
Ｐ
Ａ
介
護
福

祉
士
に
対
す
る

訪
問
介
護
の
基

本
事
項
や
生
活

支
援
技
術
、
利

用
者
、
家
族
や

施
設
介
護
職
員
の
3
・
79
倍
に
対
し
、
15
・
53
倍
と

な
っ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
か
ら

紹
介
の
あ
っ
た
人
へ
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
断
ら
ざ
る

を
得
な
い
事
例
も
頻
発
し
て
お
り
、「
訪
問
介
護
事

業
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
見
直
し
に
関
す
る
調
査

研
究
事
業
」（
２
０
２
２
（
令
和
４
）
年
３
月
）
の

結
果
か
ら
は
、
回
答
し
た
事
業
者
（
４
３
１
）
の
う

ち
58
・
7
％
が
「
断
っ
た
こ
と
が
あ
る
」
と
し
て
お

り
、
そ
の
理
由
（
複
数
回
答
）
で
は
「
人
員
不
足
に

よ
り
対
応
が
難
し
か
っ
た
た
め
」
が
90
・
9
％
で
最

も
多
く
な
っ
て
い
る
。

　
こ
の
よ
う
な
状
況
下
で
あ
っ
て
も
、
利
用
者
の
居

WAMー2024.11 ●23 ●WAMー2024.11

二国間の経済連携の強化

EPA（経済連携協定）
（インドネシア・フィリピン

・ベトナム）

専門的・技術的分野の
外国人の受入れ

在留資格「介護」
（H29.9／1～）

本国への技能移転

技能実習
（H29.11／1～）

人手不足対応のための一
定の専門性・技能を有す
る外国人の受入れ

特定技能１号
（H31.4／1～）

制度
趣旨

受入れ
の流れ

【
特
定
活
動 （
Ｅ
Ｐ
Ａ
）】

介護福祉士候補者として入国

【
技
能
実
習
】

実習実施者（介護施設等）の
下で実習（最大５年間）

※実習の各段階で技能評価試験
を受検

受検（入国１年後）

受検（入国３年後）

帰国

本国での技能等の活用

受検（入国５年後）

【
特
定
技
能
１
号
】

技能水準・
日本語能力水準を
試験等で確認し入国

帰国

介護施設等で就労
（通算５年間）

〈就学コース〉 〈就労コース〉

介護福祉士国家試験

介護福祉士として業務従事

介護福祉士資格取得（登録）

介護福祉士
養成施設
（２年以上）

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

（注2）

（注1）

 （フィリピン、ベトナム）

【
介
護
】

【
留
学
】

外国人留学生
として入国

技能実習生等
として入国

〈養成施設ルート〉〈実務経験ルート〉

介護福祉士として業務従事

介護福祉士資格取得（登録）

介護福祉士
養成施設
（２年以上）

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

（3年以上）

※【   】内は在留資格

（注1）

●家族（配偶者・子）の帯同が可能
●在留期間更新の回数制限なし

介護福祉士国家試験

外国人介護人材受入れの仕組み図1

制
限
な
し

５
年

２
年

２
年

１
年

制
限
な
し

（
注
３
）

３
年（
原
則
）

５
年

現行制度 見直し後

育成就労

特定技能２号

技能実習2号

技能実習1号

技能実習3号

特定技能１号

特定技能２号

特定技能１号
（注２）

（注２）

・キャリアアップの道筋を明確化
・労働者として適切に権利保護
・関係機関の要件等を適正化
→ 魅力ある制度で「選ばれる国」へ。

・キャリアパスが不明瞭
・労働者として権利保護不十分
・不適正な送出／受入れ／監理事例

・転籍の制限緩和（注４）
・ブローカー対策等も適切に

・対象となる職種・分野が
原則一致（注１）
・業務を拡大、特定技能１号
水準の人材を育成
・地域に根付き共生できる
制度に
→ 長期間産業を支える人材
を確保。

・対象となる職種・分野の
不一致

・技能実習の職種の細分化
・「帰国」が制度上の原則

・転籍の制限
・技能実習生の失踪問題等

（注１）育成就労制度の受入れ対象分野は特定産業分野と原則一致させるが、
　　　　国内での育成になじまない分野は育成就労の対象外。

（注３）永住許可につながる場合があるところ、永住許可の要件を一層明確化し、
　　　　当該要件を満たさなくなった場合等を永住の在留資格取消事由として追
　　　　加する。

（注２）特定技能１号については、「試験ルート」での在留資格取得も可能。

（注４）転籍の制限緩和の内容
　　○「やむを得ない事情がある場合」の転籍の範囲を拡大・明確化するとともに、
　　　  手続を柔軟化。
　

　　○  以下を要件に、同一業務区分内での本人意向による転籍を認める。
　　　　•同一機関での就労が１～２年（分野ごとに設定）を超えている 
　　　　•技能検定試験基礎級等及び一定水準以上の日本語能力に係る試験への合格 
　　　　•転籍先が、適切と認められる一定の要件を満たす

制度見直しのイメージ図図2

外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会（第３回）資料１より

（注１）平成29年度より、養成施設卒業者も国家試験合格が必要となった。ただし、令和８年度までの卒業者には卒業後5年間の経過措置が設けられている。
（注２）４年間にわたりEPA介護福祉士候補者として就労・研修に適切に従事したと認められる者については、「特定技能１号」への移行に当たり、技能試験及び日本語試験等を免除。

外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会（第6回）参考資料３より
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地
域
ニ
ー
ズ
に
応
え
た

介
護
・
保
育
事
業
を
展
開

　
昭
和
54
年
に
設
立
さ
れ
た
社
会
福
祉

法
人
晋
栄
福
祉
会
は
、「D

O
 FO

R 
O

TH
ERS
」（
他
者
へ
の
貢
献
）
と
い

う
法
人
理
念
の
も
と
、
地
域
の
介
護
・

保
育
ニ
ー
ズ
に
応
え
た
多
様
な
事
業
を

展
開
し
て
い
る
。

　
法
人
の
沿
革
と
し
て
は
、
地
域
の
保

育
施
設
が
不
足
し
て
い
る
と
い
う
ニ
ー

ズ
を
受
け
、
法
人
本
部
の
あ
る
大
阪
府

門
真
市
に
保
育
園
を
開
設
し
た
こ
と
に

始
ま
る
。
現
在
は
、
大
阪
エ
リ
ア
、
兵

庫
・
神
戸
エ
リ
ア
、
奈
良
エ
リ
ア
に
お

い
て
、
介
護
事
業
で
は
特
別
養
護
老
人

ホ
ー
ム
や
認
知
症
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
、

ケ
ア
ハ
ウ
ス
、
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
、
訪
問

介
護
、
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
な

ど
、
保
育
事
業
で
は
認
定
こ
ど
も
園
、

保
育
園
（
所
）、
地
域
子
育
て
支
援
セ

ン
タ
ー
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
な
ど
を

運
営
。
法
人
全
体
の

事
業
所
数
は
46
カ

所
に
の
ぼ
る
。

　
さ
ら
に
、
令
和
6

年
4
月
に
は
地
域

に
お
け
る
障
害
児

支
援
の
中
核
的
な

役
割
を
担
う
「
門
真

市
立
こ
ど
も
発
達

支
援
セ
ン
タ
ー
」
の

民
営
化
に
あ
た
っ

て
、
同
法
人
を
含
む

社
会
福
祉
法
人
3

法
人
が
指
定
管
理

者
と
し
て
採
択
さ

れ
、
障
害
の
あ
る
こ

ど
も
た
ち
の
ラ
イ

フ
ス
テ
ー
ジ
に
沿

っ
た
、
切
れ
目
の
な

い
一
貫
し
た
支
援

体
制
の
構
築
に
取

り
組
ん
で
い
る
。

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム

「
高
山
ち
ど
り
」を
開
設

　
同
法
人
は
、
令
和
5
年
3
月
に
奈
良

県
生
駒
市
の
公
募
事
業
の
採
択
を
受

け
、
認
知
症
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
「
高
山

ち
ど
り
」
を
開
設
し
た
。

　
認
知
症
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
開
設
経

緯
に
つ
い
て
、
理
事
長
の
濵
田
和
則
氏

は
次
の
よ
う
に
説
明
す
る
。

　「
生
駒
市
は
県
内
で
も
3
番
目
に
高

齢
者
人
口
が
多
い
地
域
で
あ
る
一
方
、

受
け
皿
と
な
る
介
護
施
設
は
十
分
に
整

備
さ
れ
て
い
な
い
状
況
が
あ
り
ま
し

た
。
今
後
は
さ
ら
に
認
知
症
高
齢
者
の

増
加
が
予
測
さ
れ
る
な
か
、
地
域
の
ニ

ー
ズ
に
応
え
た
い
と
い
う
想
い
が
あ
り

ま
し
た
。
ま
た
、
開
設
地
の
同
一
敷
地

内
に
は
、
平
成
20
年
に
開
設
し
た
特
養

『
高
山
ち
ど
り
』
が
あ
り
、
シ
ョ
ー
ト

ス
テ
イ
や
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
、
居
宅
介
護

細やかな支援を行い、外国人介護
職員の採用・受け入れを推進

　福祉医療機構では、地域の福祉
医療基盤の整備を支援するため、
有利な条件での融資を行っていま
す。今回は、その融資制度を利用
された奈良県生駒市にあるグルー
プホーム「高山ちどり」を取りあ
げます。同施設の概要や法人全体
で推進する外国人介護職員の受け
入れについて取材しました。

— 奈良県生駒市・社会福祉法人晋栄福祉会 グループホーム高山ちどり —
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施設の概要施設の概要

〒 630−0101
奈良県生駒市高山町 8030 番地　
  TEL   0743−70−1832
  FAX   0743−71−2083　
  URL   https://www.chidori.or.jp

開　　設：令和 5 年 3 月
理 事 長：濵田　和則
入所定員：18 人
併設施設：「高山ちどり」（特別養護老人

ホーム、ショートステイ、デイサービス、居宅介護支援）、「高山ちどり別館」（特
別養護老人ホーム、ショートステイ）

法人施設：【介護サービス】18 事業所／【保育サービス】27 事業所／
　　　　　【障害福祉サービス】1 事業所

社会福祉法人 グループホーム高山ちどり晋 栄 福 祉 会
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〒105-8486 東京都港区虎ノ門4-3-13ヒューリック神谷町ビル9階
独立行政法人福祉医療機構 総務部 広報課
TEL：03-3438-9240 fax：03-3438-9949
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